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研究成果の概要（和文）：　本プロジェクトは、平成の大合併研究のために人文地理学の分野でベストに近い研究者と
隣接分野の研究者によって研究組織を構築し、合併市町村とともに非合併市町村にも研究対象として、合併政策の総括
とともに政策提言もとりまとめた。１）合併市町村・未合併市町村の比較研究による合併効果の検証、２）合併市町村
における行政課題の発見・分析・解明、３）未合併市町村における問題・課題の発見・分析・解明、という3つの課題
について研究を実施した。研究期間終了時点までに発表した成果は、雑誌論文33件、学会発表12件、図書6件（共著図
書および研究成果報告書を含む）で、大きな成果を上げることができた。

研究成果の概要（英文）：  In this project, I organized almost the best organization of human geography res
earchers as well as that in the adjacent area, conducted research in the targets to the newly merged munic
ipalities and the non-merged municipalities. Our research questions were 1) assessments on municipal amalg
amation's effects by comparative study between merged municipalities and non-merged municipalities, 2) fac
t findings on seriously administrative problems and solutions on newly merged municipalities, and 3) those
 on non-merged municipalities. We also got the total assessments on Heisei's pro-merger policy of municipa
lities and proposed possible policies for solutions of problems to the governments.
 The academic achievements by this project are as follows. Journal papers: 33, presentations in academic c
onferences: 12, books (including books by project members as co-authors and the final report of this proje
ct): 6. It could be said that we got great achievements by this project.
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１．研究開始当初の背景 
 三度目の国家的大合併にあたる平成の大
合併政策が、1999年 4月に開始され 2010年
3月末で終了した。11年間に及ぶ平成の大合
併の特徴は、住民の生活圏を大きく超える広
大な自治体が誕生したこと、自治体組織の配
置に「本庁方式」「総合支所方式」「分庁方式」
という三つの「庁舎の方式」が取り入れられ
たことである。 
 平成の大合併の結果、延べ 625の新自治体
が誕生したが広域自治体の誕生を相まって、
行政サービスの低下、中心・周辺の自治体内
格差の拡大、新地域への帰属意識の未醸成、
税金・公共料金・補助金制度の統一、地域内
分権の担保、自治会の再編など、さまざな行
政課題が噴出している。顕在化していない課
題も多く、例えば自然災害など非日常的な出
来事の発生時に、初めて顕在化する行政課題
は非常に深刻である。 
 また合併しなかった自治体も多く、これら
非合併市町村は、地方交付税・公共事業の削
減下で、財政の深刻さ・行政サービスレベル
の低下は深刻である。また「広域連合」が多
く組織された県では市町村の合併参加率が
低いが、「広域連合」が合併に代わる選択肢
となりえるのであろうか。このように合併自
治体・非合併自治体をターゲットにした多く
の研究課題が残されている。 
 
２．研究の目的 
 本研究プロジェクトでは、合併研究のため
に人文地理学の分野でベストに近い研究者
と隣接分野の研究者によって研究組織を構
築し、合併市町村と非合併市町村という二つ
のグループごとに、現在の行政の実情を把握
し、顕在化している課題とともに潜在化して
いる行政課題を発見・分析して解明し、「平
成の大合併政策」を総括するとともに、これ
らの課題解決の方策を提言することを目的
とした。 
 
３．研究の方法 
 研究期間を４年間とし、１）合併市町村・
未合併市町村の比較研究による合併効果の
検証、２）合併市町村における行政課題の発
見・分析・解明、３）未合併市町村における
問題・課題の発見・分析・解明、という 3つ
の研究課題を設定した。 
 そして 3つの研究課題について、全国の市
町村データ分析、市町村アンケート調査分析
を行うとともに、典型的な市町村に対して町
村職員・住民代表へのインタビュー調査、一
般住民へのアンケート調査、新聞記事データ
分析を実施した。これらの分析によって、行
政課題を発見・分析・解明して、「平成の大
合併政策」を総括する研究方法を採用した。 
 研究組織は、合併研究に関して人文地理学
ではベストに近い研究者によって構成し、隣
接研究分野から地方財政学・地域社会学専攻
の２名の研究者をメンバーに加える。さらに

自治体の職３名も研究協力者として加え、実
務的な面でも機能する組織を整えた。 
 
４．研究成果 
 研究期間中の発表した成果は、下記のとお
り雑誌論文 33 件、学会発表 12 件、図書 6件
（共著図書および研究成果報告書を含む）で、
かなりの成果を上げることができた。成果が
多岐にわたるので、成果の全貌は、下記の５．
「図書」①に譲り、本成果報告書では各課題
ごとに主要な成果をしぼって記述した。 
 
(1)研究課題１）合併市町村・非合併市町村
の比較研究による合併効果の検証 
 平成の大合併政策の下、合併と非合併を分
けた要因は何か、これが政策にとって最も根
源的な問いかけである。この点を明らかにす
べく、調査対象は、2009 年 9月 1日現在の全
国 1,774 市町村（うち合併は 575、非合併は
1,175）に対して実施した資料（合併 59.5％
（342）、非合併 54.3％（635））を分析した。 
 合併と非合併をわける要因として、合併協
議の有無から合併の決定最終プロセスまで、
「財政的な危機感」が最も重要な要因であっ
た。同時にそのメリット・デメリット論にお
いては、合併市町村と非合併市町村との間に、
メリットとしての「行財政効率化」、「行財政
基盤の強化」に対する認識の格差が明確に存
在していた。逆にデメリットとしては、「役
場と住民の距離感の拡大」が、合併・非合併
の市町村共通の懸念点としてあったことも
明らかになった。 
 非合併自治体が最終的に非合併を選択し
た理由では、「周辺自治体との合意が得られ
なかった」が最も主要な理由で、それととも
に住民や議会の合併反対の意見などの、合併
に対する不同意も大きな要因であった。特に、
人口 1 万人未満の小規模市町村の場合、「合
併デメリットへの懸念」や「合併メリットへ
の疑問」、そして「地理的特性による困難さ」
が重要であった。｢非合併｣の小規模市町村は、
｢合併メリット｣なるものへの疑問や｢合併デ
メリット｣への懸念を抱き、非合併を選択し
た。同時に、小規模自治体の財政力の弱体な
ことが、他の自治体との合併協議の 1つの大
きな阻害要因にもなり、合併の実現が困難と
なった。 
 平成の大合併は合併自治体にさまざまな
影響を与えた。もちろん自治体財政の状況が
向上したこと、行政効率が上昇したこと、住
民の交流が進んだことなどプラス効果もあ
った。しかし周辺地区では住民の政治参加が
弱まったこと、小中学校・公立病院の統廃合、
公共サービスレベルの低下だけでなく、地元
地域産業や文化事業の減少を招いたなど、重
大なマイナス効果もみられた。一方で、非合
併自治体は現時点で厳しい財政状況である
がほぼこれまでどおり運営することができ
ている。しかし、特に小規模合併自治体の存
続音大が、下記の(3)研究課題３）で述べた



とおり最も重大な課題となろう。 
 
(2)研究課題２）合併市町村における行政課
題の発見・分析・解明 
 平成の大合併によって、1999 年 3 月末に
3,232あった自治体が、2010年3月末に1,727
に減少した。平成の大合併では、昭和の大合
併で役場を失った地区が著しく衰退したた
め、従来の本庁方式に加え、総合支所方式、
分庁方式という三種類の庁舎の方式が採用
された。わが国では、役所の位置が低次な中
心地システムの骨格をなすといっても過言
ではなく、平成の大合併の際には、周辺地区
住民の危機感は強かったからである。 
 合併の影響を測るため、平成の大合併の第
一段階にあたる「合併特例法」の下で 2007
年 3 月末までに誕生した全国の新自治体 557
を対象として、特に「庁舎の方式」に着目し、
中心・周辺という観点から行政組織の空間的
再編成を明らかにした。 
 合併直後から 2009 年度末の間にどのよう
な庁舎の方式の変更が行われ、行政組織の再
編が実施されたかをまとめた。総合支所方式
を採用した自治体 250 のうち、131 が本庁方
式へと変化した。すなわち、合併直後には手
厚い行政サービスをするため、支所にかなり
多くの支所課を設置した自治体で、その後に
支所課を削減し、その機能も窓口機能のみと
した事例が多かった。これらの中には、合併
協定策定の段階で、3 年後、5 年後と時間の
経過とともにスリムな行政組織への移行を
計画決定していた自治体も多かった。総合支
所方式が減少したことは、庁舎の方式と合併
自治体の面積との関係をみると、非常に象徴
的で、合併直後に面積の大きい自治体の多く
は、総合支所方式を採用していたが、2009 年
度には本庁方式に変更していた。 
 合併直後は総合支所が多く採用され、その
後本庁方式に移行した自治体が多いことは、
合併後の地元地域の政治的な状況、行政改革
への圧力、財政状況への考慮などが影響して
いると思われる。 
 研究対象とした全国557自治体のうちから、
東海地方の 58 合併自治体を事例にして、合
併が新しい自治体領域にどのような影響を
与えたかを、人口を指標として分析した。
2009 年度末での庁舎の方式は、本庁方式：34、
総合支所方式：8、分庁方式：16 である。ま
ず、2000 年〜2010 年の間の人口増減率の平
均値によると、58 自治体は 10 年間で人口減
少に見舞われ、支所地区の 7.8%の減少はもち
ろん、本庁地区の旧自治体での減少も 2.0%
にも及んでいた。 
 この人口変化について、大城純男（2011）
を参考にして、新しい自治体領域人口全体に
対する旧自治体のシェアを求めた。そのシェ
ア変化をみると、いっそう現象が明確となる。
すなわち、東海方の合併自治体全体のうち、
本庁自治体と支所自治体では、それぞれ 10
年間の間のシェア変化率は 1.01（1%増）と

0.95（5%減）で差があり、本庁地区と支所地
区の間の人口格差が拡大していた。 
 人口シェアの変化率と「2009 年度末の庁舎
の方式」とを関連させて分析すると、本庁地
区は庁舎の方式のいかんに係わらず、合併自
治体で平均するとシェアをわずかに増加さ
せている（本庁方式：101.6、総合支所方式：
101.4、分庁方式：100.5）。 
 支所地区（分庁方式の副庁舎地区を含む）
でのシェア変化は庁舎の方式による違いが
存在する。最もシェア減少率が低いのは 0.99
（1%減）の分庁方式の部副庁舎地区である。
次いで総合支所方式のうち、大規模支所（支
所課 4 課以上）地区のシェア変化も 0.986
（1.4%減）に止まっている。本庁方式の支所
地区・総合支所方式の小規模支所地区（支所
課 3課以下）では、それぞれ 0.941（5.9%減）、
0.914（8.6%減）と減少が大きい。 
 この分析から、採用された庁舎の方式がそ
の後の本庁地区・支所地区の人口変動への影
響の全てを規定したと、たやすく結論できな
い。庁舎の方式がいかに作用したか、さらな
る厳密な分析が今度の課題である。 
 
(3)研究課題３）未合併市町村における問
題・課題の発見・分析・解明 
 未合併自治体が該当するいわゆる小規模
自治体の将来について分析し提言を行った。
まず将来の市町村の推計人口を基礎にして，
小規模町村や大規模都市の抱える問題点と
市町村の将来運営に関する考え方を検討し，
最後に市町村との関連において道州制の導
入について考察した。 
 市町村の運営で将来的にとくに問題にな
るのは，現在の市町村のうちでも 1/4 を越え
る人口1万人未満の小規模町村の存在である。
これらの町村の運営は効率が悪く，どのよう
な行政的努力しても大都市と同様に良好な
行政サービスを行うことは困難である。 
 したがって，西尾私案のように「特例町村」
として扱う構想が発表されたし，財源の減少
のもとではこれまでのような全国津々浦々
を含めたインフラ整備は不可能なところか
ら，国民はインフラの整備された地域に居住
すべきであるとする意見も現れた。しかし小
規模町村の権限剥奪には問題があり，一つの
自治体で全ての行政分野を取り扱う総合行
政方式を廃止して，フランスやドイツなどに
みられる市町村連合を導入したり，広域連合
を改良して利用するなどの方法が適切なも
のと考えられる。 
 地方交付税制度には改善すべき点が多い
が，廃止すべきではなく，改善してナショナ
ル・ミニマムの維持に努力すべきである。そ
して狭い国土を有効に利用して，「同等の生
活条件」の確立に努力することが必要である。 
 また，市町村合併と連動したものとして道
州制の導入が考えられている。ただし，これ
以上合併による市町村数の減少は困難であ
り，自治体行政システムとして二層制よりも、



県を維持する三層制を採用するのが望まし
い。行政組織の大変革によって住民の経済活
動や生活の基礎となる国土集落システムを
大きく変化させるのは適切ではない。旧県庁
都市が衰退すれば地方圏全体の衰退となり，
中小都市や農村地域の衰退を助長する。その
結果、地域格差はますます拡大することとな
る。地域格差のこれ以上の拡大は市町村の自
治にとっても好ましいことではない。 
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